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〇分科会における総合評価及び全体評価に対する主な意見（12 件） 

No 意見（要約） 対応 

1 資料 1 総合評価シート（以下略） 

P3 基本的方向１-(1)共生の意識を高

める取り組みの推進 

国籍や性別、多様な性のあり方等に

ついての差別や偏見を減らす活動はど

のようなものが実施されたのか。 

外国人が暮らしやすい社会を目指し、日本語学

習支援や生活支援を実施するほか、仙台多文化共

生センターにおいて外国人住民を主な対象とした

情報提供や相談対応を行う等、各種取り組みを進

めました。（基本的方向 1-(1)-14「外国人が暮らしや

すい社会の形成推進事業」）  

また、多様な性のあり方を理由とした社会的偏

見や差別をなくすために、市内の企業や学校、市

民利用施設等にリーフレットを配布し、適切な理

解の促進に取り組みました。（基本的方向 1-(1)-1

「多様な性のあり方についての理解促進、性的少数

者への支援」） 

 

 

2 P3 基本的方向１-(1)共生の意識を 

高める取り組みの推進 

 ヤングケアラー支援について、全国 

的に、ヤングケアラーになりうる存在 

であるきょうだいへの支援が注目され 

ており、事業推進にあたり非常に大切 

になってくると思う。 

 

ヤングケアラーの中には、幼いきょうだいの世

話をしている子どもや、障害や病気のあるきょう

だいの世話や見守りをしている子どももいます。

そうしたことも踏まえながら、引き続きヤングケ

アラー及びヤングケアラーになりうる方からの相

談へ丁寧に対応するとともに、今後のヤングケア

ラーについての周知啓発や支援事業について検討

してまいります。 

 

 

3 P4 基本的方向１-(1)-重点的取り組み

の状況と今後の方向性 

参加者の増加という点で評価をして

いるが、セミナーや研修会への参加者

がどのように内容を理解し、啓発につ

ながったかが重要だと思うので、その

点の今後の評価方法はどのように考え

ているのか。 

 

いただいたご意見を踏まえ、次年度以降の評価

は、数値に限らず、研修後のアンケート結果や、

事業への影響等の視点も取り入れた評価となるよ

う表現やデータの収集に工夫を図ってまいりま

す。 

令和 6年度第 2回地域福祉専門分科会における主な意見と対応 



- 2 - 

 

No 意見（要約） 対応 

4 P6 基本的方向１-⑵-主な課題と今後

の方向性 

多様な居場所づくり活動において、

課題として参加者の固定化が挙げられ

ている。現状、こども食堂を開催する

となると、個人的に地域に対し 1 件ず

つ挨拶に回らなければならないため、

地域でのネットワーク形成を仙台市で

サポートしていただけるとありがた

い。 

 

こども食堂の運営については、社会福祉協議会

に委託し専用ホームページ等による広報宣伝やこ

ども食堂運営団体同士のネットワーク会議等、運

営に関するノウハウの共有等を行う場を提供する

などの支援を行っております。 

引き続き民生委員・児童委員の方や小学校等へ

こども食堂のリーフレットの配布により、こども

食堂の周知を図り、より多くの方に情報提供でき

るよう工夫をしてまいります。 

5 P18 基本的方向 2-⑷-3「地域防災リー

ダー養成・支援事業」 

  SBL は増加しているが、声をかけて

も活動につながらない人が多い。資格

を取るだけではなく、地域の中でしっ

かりと活動してもらえるよう、SBL の

在り方について改めて検討が必要だと

思う。 

 

当市では、SBL が地域に根付いた活動を行える

よう、新規養成講習会において地域と SBL の結び

つき方について具体的にお伝えし、地域との連携

を深める支援を行っております。また、年に一度、

地域ごとの SBL 名簿を町内会長および連合町内会

長に配布し、連携の促進を図っています。さらに、

バックアップ講習会や「SBL 通信」を通じて、他

地域での連携事例を共有し、活動をフォローアッ

プする体制も整えております。 

今後も、いただいたご意見を真摯に受け止め、

地域との連携をさらに強化しながら、より良い活

動環境の構築に努めてまいります。 

 

 

６ P18 基本的方向 2-⑷-6「災害時要援護

者避難支援の推進」 

 災害時要援護者について、本人が希

望して対象者になるが、名簿に掲載さ

れている方に地域の見守りを拒否され

ることがある。対象者に対しても、地

域と連携してもらうよう周知いただく

とスムーズに支援ができると思う。 

 

対象者及び申請者に対しましては、仙台市ホー

ムページのほか、市政だより及び民生委員児童委

員による高齢者世帯調査にて制度について周知し

ております。今後もいただいたご意見を踏まえ、

地域との連携等、制度に対する理解を推進してま

いります。 
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７ P18 基本的方向 2-⑷-7「福祉避難所の

強化」 

 障害のある子どもとその家族が安心

して避難できる福祉避難所は果たして

あるのかと感じた。家族全員で避難で

きるという点が非常に重要であるた

め、その視点をもって事業を進めてい

ただきたい。 

 

いただいたご意見を踏まえ、今後とも福祉避難

所の協定施設拡充にさらに取り組んでまいりま

す。  

8 P18 基本的方向 2-⑷-7「福祉避難所の

強化」 

福祉避難所は当事者の方々にどのよ

うに周知されているのかを知りたい。

多くの当事者家族の方々が手に取って

いる「せんだいふれあいガイド」に記

載があればよいのではないかと思う。 

 

福祉避難所制度につきましては、「せんだいふれ

あいガイド」に掲載させていただいております。

今後も制度の周知に努めてまいりたいと存じま

す。 

9 P18 基本的方向 2-⑷-7「福祉避難所の

強化」 

 福祉避難所について「新たに 25 施設

と協定を締結することができた」とあ

るが、実際にその避難所が活用できる

かが重要だと思うため、施設数が整っ

ただけでは高く評価することはできな

いのではないか。例えば、普段から福

祉避難所となる施設等と顔の見える関

係ができていれば、障害のある子ども

とその家族が一緒に、災害時に福祉避

難所を利用することは可能であると思

う。このように、平時からの地域力の

強化として考えたときに評価としては

不十分ではないか。 

 

ご指摘のとおり、平時から福祉避難所となる施

設等と顔の見える関係を構築することが重要と考

えております。コロナ禍実施を控えておりました

福祉避難所開設訓練を、昨年度より再開しており、

このような機会を通じて平時からの施設等との関

係構築に努めてまいりたいと存じます。また、地

域と福祉避難所との関係構築につきましても、ご

指摘を踏まえ，関係団体のご意見も伺いながら、

地域における福祉避難所のあり方について検討し

てまいりたいと存じます。 
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10 P18 基本的方向 2-⑷-7「福祉避難所の

強化」 

福祉避難所の数は地域の中で増加は

しているものの、実際の具体的な活動

は理解していないのが正直なところ。

要支援者の支援体制づくりと絡めて福

祉避難所の体制づくりも進めていけば

いいと思う。また、地域の中で活用し

ていくもののため、市のみの広報で事

業を実施することは難しく、地域の人

にはわかりにくいため、地域で広報で

きるネットワークづくりも必要と感じ

る。 

 

 

ご指摘のとおり、福祉避難所は、要配慮者の地

域への支援体制づくりと関連しているものと存じ

ます。地域の中で福祉避難所の働きをご理解いた

だけるよう，制度の周知を図ってまいりたいと存

じます。 

11 P33 成年後見制度利用促進-重点的取

り組みの状況と今後の方向性 

市民後見人のうち受任ができず待機

している方が大勢いる。市長申立ての

研修や協議会、中核機関を設けたにも

関わらず、受任に至らない点について

疑問がある。仙台市でも独居高齢者が

増加しているため、市民後見人の利用

促進に努めていただきたい。 

また、施設への入所を希望するもの

の保証人がつけられないという独居高

齢者の新聞記事を見た。市民後見人を

退任した人たちが独居高齢者のアドバ

イザーとなり補助できるような組織体

制を構築することも重要ではないか。 

 

 

本市における市民後見人の受任については、市

民後見人が受任する事案としての妥当性や後見人

候補者の推薦などを弁護士等により構成される受

任調整委員会において判断しております。 

市民後見人の受任拡大については、家庭裁判所

とも一層の受任促進に向け協議を行っており、親

族後見人から市民後見人へと後見人を交代させる

試みも実施しております。引き続き、市民後見人

の受任が進むよう積極的に市民後見人の制度周知

を行うとともに、家庭裁判所をはじめとする関係

機関等との協議を進めてまいります。 
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12 P35 再犯防止推進-重点的取り組みの

状況と今後の方向性 

 再犯防止には居住だけでなく就労の

確保が非常に大切であり、保護司の立

場として協力雇用主を増やす活動にも

力を入れている。協力雇用主の拡充に

ついて、評価の中で触れていただける

とありがたい。 

 また、被害者や加害者の家族・きょ

うだいが抱える問題も非常に大きい

が、支援が届きにくい現状がある。そ

の視点も評価に入れていただきたい。 

再犯防止には就労の確保が重要であると認識し

ております。協力雇用主を支援する制度について

は、法務省をはじめ所在地を管轄する保護観察所

により支援されております。本市としては、令和 3

年度より開催している仙台市再犯防止推進ネット

ワーク会議などにより保護観察所との連携体制を

構築してまいりました。いただいたご意見を踏ま

え、今後の評価方法について検討してまいります。 

また、被害者や加害者の親族への支援について

も、ご意見を踏まえ、評価方法を検討してまいり

ます。 

 

 


